
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予備交渉で明らかになった「制度矛盾」。 

いと考えています。 

 

 
 

岐阜大学職員組合（以降、組合）は、去る令和 2年 3月 16 日に岐阜大学本部と団体交渉を行いまし

た。令和 2年 4月 1日より名古屋大学と合併、東海国立大学機構となることを控え、これまでの学内

説明会等で非常に不明瞭にしか示されなかった疑問点、問題点についての説明を求め、意見を申し入

れる内容でありましたが、学長代理としての交渉相手であった大藤理事の極めて不誠実な姿勢もあ

り、組合からの要求に対しての大学本部からの回答は、実質的にゼロ回答となりました。 

数度の事前交渉を踏まえ、組合中央執行部として用意した交渉の内容は以下に示すように、機構統

合に伴う組織体制、教員・事務職員・技術職員の労働条件についての要求を行うものでありました。 

 

【主な交渉内容】 

・組織変更に伴い、職員の理解と納得の下で、大学運営に混乱が生じないように行うこと 

・職員の配置転換について、本人の意向を尊重し、拒否した場合にも不利益に取り扱わないこと 

・新制度実施においては継続性を含め検討し、一方的な学部統廃合、定員削減を行わないこと 

・機構設置に伴う業務状況の把握と、業務肥大化の防止を行うこと 

・機構での労働条件の岐阜・名古屋間の差別を解消し、不利益変更を行わないこと 

・産前休暇を名古屋大学と同一の 8週間とすること（併せて附属病院での勤務実態を把握すること） 

・新学環設置に関わる人事手続きの不透明性に対する説明をすること 

 

これらの問題は従来の説明会でも具体的かつ十分な根拠を持っては説明されておらず、極めて抽象

的に表現された組織統合の利点より余程我々の労働環境に対して現実的な問題であり、引いては我々

が東海国立大学機構の構成員として理念に沿って活動できるための現実的な前提条件だと考えます。

構成員の持続可能な労働条件を確保することは、組織体として不可欠であり、人体に対しての各臓器

の健全性の重要性と同様なことを考えれば、医学部出身である現学長（令和 2年 4月より機構理事）

こそが、我々より余程この重要性を認識しているはずだと思います。それにも関わらず、交渉におけ

る大藤理事からの回答は、具体的数値・根拠を示さない、極めて曖昧かつ論理性に欠けた情緒的説明

に終始しました。 

 

組合中央執行部の考える、今回の交渉における大藤理事の態度の問題点は、【1】本交渉における自

身の全権委任学長代理としての立場を理解しない発言、【2】交渉の結果として就業規則の修正等を行

う意思がないと明言し、誠実交渉義務を果たしておらず法令違反の可能性があること、 

【3】東海国立大学機構での労働条件交渉に関して機構理事に全て委ねるとして本交渉の内容を文書と

して機構理事へ引き継ぐことを明確に拒否し、事実上学長代理としての責任を放棄した、【4】従来か

ら組合が提起していた項目について十分に検討せず、逆に組合の責任に転嫁するような恫喝的発言を

行った（産前休暇問題は 2019/4 交渉項目にも記載あり）、など多数あります。 

 

特に【2】については団体交渉の根幹に関わる問題であります。また、【3】についても、岐阜大学

と東海国立大学法人との連続性を意図的に切断する発言、行為であり、機構統一に対する労働者への

不安に対して極めて不誠実な対応だと考えます。大藤理事の不誠実な態度は、全権委任した森脇学長

の責任に帰するものでもあります。 

機構統合後も、組合は前述の問題点について、より実質的な交渉結果を求めて活動する予定です。 
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3 月 16 日団交実施 大学本部からはゼロ回答 
 



 


